
 

第６回 新得町地域公共交通活性化協議会議案 

 

と き 平成２５年３月２２日（金）１３：３０～ 

ところ 新得町役場 ３階 大会議室 

 

 

会議次第 

 

１ 開  会 

 

２ 会長あいさつ 

 

３ 新委員の紹介                         ・・・１ 

 

４ 報告事項 

 

   報告第１号 経過報告                      ・・・２ 

 

   報告第２号 コミュニティバス実証運行実施結果（２月）について・・・３ 

 

５ 議  題 

 

議案第１号 新得町地域公共交通総合連携計画（素案）について・・・・４ 

                             

 

６ そ の 他 

 

７ 閉  会 
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分野 所属団体名等 役職 氏名 備考

1 計画策定 新得町 副町長 田 中 透 嗣

2 道路管理者 帯広開発建設部道路計画課 課長 竹 下 正 一

3 十勝総合振興局帯広建設管理部鹿追出張所 所長 長 沢 誠

4 公共交通事業者 北海道拓殖バス株式会社 営業課長 小 森 明 仁

5 新得ハイヤー有限会社 社長 石 畑 政 俊

6 株式会社新交通 代表取締役 吉 尾 正 一

7 北海道旅客鉄道株式会社新得駅 駅長 鈴 木 敏 和

8
北海道地方交通運輸産業労働組合協議会
十勝地区交通運輸産業労働組合協議会

副議長 高 橋 敏 朗

9 利用者代表 新得町商工会 会長 湯 浅 悟 史

10 屈足商工振興協議会 会長 竹 浦 隆

11 新得町観光協会 会長 若 原 敏 勝

12 新得町ＰＴＡ連合会 会長 乙 井 逸 人

13 社会福祉法人　新得町社会福祉協議会 会長 古 川 盛

14 新得町女性団体連絡協議会 会長 中 井 由 利 子

15 新得市街地区連合町内会 会長 岩 谷 吉 彦

16 屈足市街地区連合町内会 会長 藤 井 友 幸

17 すこやかクラブ 会長 八 幡 文 雄

18 報徳クラブ 会長 菅 野 益 二 郎

19 株式会社福原　新得店 店長 社 内 充

20 株式会社福原　屈足店 店長 大 竹 誠

21 けいら整形外科医院 総務課長 福 木 也

22 新得診療所 院長 佐 藤 夏 子 新　委　員

23 サホロクリニック 事務長 若 林 尚

24 運輸局 北海道運輸局　帯広運輸支局 首席運輸企画専門官 藤 田 雅 博

25 警察 新得警察署 交通課長 山 内 寛 人

26 北海道 十勝総合振興局地域政策部地域政策課 課長 吉 田 健 二

事務局長 新得町地域戦略室 室長 佐 藤 博 行

事務局員 新得町地域戦略室地域戦略係 係長 加 賀 谷 敬

主事 永 田 智 子

主事 石 上 陽 基

新得町地域公共交通活性化協議会　委員名簿
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経 過 報 告 （第５回協議会以降） 

 

平成２５年  

 

１月２２日 コミュニティバスＰＲ・説明会（きらくなきずなの家）  

１月２９日 コミュニティバスＰＲ・説明会（なかよしアハハの会）  

２月 １日 広報誌折込にて、コミュニティバス時刻表パンフレット配布  

 コミュニティバスＰＲ・説明会（さわやかサロン）  

２月 ２日 コミュニティバスＰＲ・説明会（くったり女性の会）  

２月 ４日 コミュニティバスＰＲ・説明会（ほっとクラブ）  

２月 ５日 コミュニティバスＰＲ・説明会（ほほえみ倶楽部）  

２月 ７日 コミュニティバスＰＲ・説明会（にこにこクラブ）  

 コミュニティバスＰＲ・説明会（寿教室各クラブ）  

２月 ８日 コミュニティバスＰＲ・説明会（ヘルシークラブ）  

２月１１日 コミュニティバス実証運行開始  

２月１５日 町広報誌にて、コミュニティバスの乗り方の例などを掲載  

２月２４日 新得うまいもん温かフェアにてＰＲ  

 （総計１２団体、約３７０人にＰＲ、３団体で試乗会）  

３月 ２日 コミュニティバス実証運行終了  

３月２２日 第６回新得町地域公共交通活性化協議会  
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   コミュニティバス実証運行実施結果（２月）について 

 

 

 平成２５年２月１１日～３月２日（日曜日運休）の期間で１８日間、コミュニテ

ィバスの実証運行を行った。この実施結果とバス内で行ったアンケート結果につい

て、別紙１のとおり報告する。 

 

 



議案第１号 
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   新得町地域公共交通総合連携計画（素案）について 

 

 

 標題の計画（素案）については、町民全世帯に行ったアンケート調査に始まる各種調査、

コミュニティバス実証運行、当協議会で議論された内容等を基に作成し、別紙２のとおり

提案する。 


